埼玉県テレワーク導入支援補助金交付要綱
　（趣　旨）
第１条　県は、新型コロナウイルス感染症の第２波が発生した場合等を見据え、環境を整備する中小企業事業主等に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。
２　前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
　（定　義）
第２条　この要綱における用語の定義は以下のとおりとする。

（１）テレワーク

       事業主の明確な指示に基づき、在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワーク勤務でＩＣＴ（情報通信技術）を活用して業務を実施することをいう。

（２）常時雇用する労働者

       期間の定めなく雇用されている者又は２か月を超えて雇用される者であり、かつ週当たりの所定労働時間が当該事業主に雇用される通常の労働者と概ね同等である者をいう。

　（補助対象者）
第３条　この補助金の補助対象者は、次の各号の全てに該当する事業主とする。ただし、国、地方公共団体及び特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人（その資本金の全部又は大部分が国又は地方公共団体からの出資による法人、又はその事業の運営のために必要な経費の主たる財源を国又は地方公共団体からの交付金若しくは補助金等によって得ている法人）は対象外とする。

（１）県内に事業所を有すること。

（２）常時雇用する労働者が３００名以下であること。ただし、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者についてはこの限りでない。

（３）雇用保険適用事業所であること。

（４）法人県民税、法人事業税（個人の場合は、個人県民税及び個人事業税）を滞納していないこと。
（５）令和２年度における女性活躍のための働き方見直し支援事業（テレワークの導入又は対象拡大の取組に限る。）及びテレワーク緊急導入奨励金事業に参加していないこと。

２　前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は、補助金の交付の対象としない。

　一　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下この項において「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）

　二　暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）

　三　暴力団関係者（埼玉県暴力団排除条例（平成23年埼玉県条例第39号）第３条第２項に規定する暴力団関係者をいう。）

　四　法人にあっては、代表者又は役員のうちに前２号に規定する暴力団員又は暴力団関係者に該当する者があるもの
　（補助対象事業及び補助対象経費）
第４条　補助金の交付の対象となる事業は、県内の事業所において、テレワーク環境を整備する事業とする。なお、補助対象経費、補助率、補助限度額は別表１のとおりとする。ただし、算出された補助金額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
　（補助事業の実施期間）

第５条　補助事業の終期は、補助事業の完了の日又は補助金交付申請日の属する年度の３月１５日のいずれか早い日までとする。ただし、補助対象経費のうち、使用料・賃借料に係る補助事業の終期は、補助事業の完了の日又は補助金交付申請日の属する年度の１月３１日のいずれか早い日までとする。

　（申請書の様式等）
第６条　規則第４条第１項の申請書の様式は様式第１号のとおりとする。ただし、新型コロナ感染症緊急事態宣言発令日（令和３年１月８日）以降に事業実施計画書（別記様式１又は別記様式１－２）を提出したいのちを大切にする「テレワーク実践企業」の登録企業における申請書の様式は様式第１－２号のとおりとする。
２　規則第４条第１項の申請書の提出の部数は１部とし、提出期限は知事が別に定めるものとする。
　（申請書の記載事項）

第７条　規則第４条第１項第２号及び第３号に掲げる事項については、記載することを要しない。

２　規則第４条第２項第１号、第２号及び第４号に掲げる事項については書類の添付は要しないものとし、同項第５号に規定する知事が定める事項は次のとおりとする。ただし、第８号及び第９号の事項については前条ただし書きに規定する申請書を提出する場合に限るものとする。
（１）テレワーク導入支援補助金に係る事業計画書（様式第２号）。ただし、新型コロナ感染症緊急事態宣言発令日（令和３年１月８日）以降に事業実施計画書（別記様式１又は別記様式１－２）を提出したいのちを大切にする「テレワーク実践企業」の登録企業における様式は、テレワーク導入支援補助金に係る事業計画書（様式第２－２号）。
（２）補助対象経費の見積書（写し可）
（３）補助対象経費に係るカタログ等の写し
（４）雇用保険適用事業所設置届（事業主控え）の写し（登記簿上の本社所在地が県外の場合、県外の本社で一括して手続を行っている場合を除き、県内の支店・営業所等の事業所の設置届）

（５）法人県民税及び法人事業税の納税証明書（写し可。過去３か月以内交付）

　　 （個人事業主の場合は個人事業税の納税証明書）

　　 ※納税証明書の「その他証明を受けようとする事項」の欄に「現在において法人県民税及び法人事業税（個人事業税）の滞納額がないこと。」の記載があること。
（６）テレワーク制度に関する規程（未整備の場合は実績報告時に提出）
（７）会社案内又は会社概要（ホームページの写しでも可）

（８）いのちを大切にする「テレワーク実践企業」宣言書
（９）いのちを大切にする「テレワーク実践企業」を宣言したことを社内に周知した文書等
（10）その他知事が必要と認める書類
　（交付の条件）
第８条　この補助金の交付の決定には、次の条件を付すものとする。

（１）県から補助金の交付を受けて行われる事業を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、知事の承認を受けなければならない。
（２）補助事業を中止し、又は廃止（一部の中止又は廃止を含む。）する場合には、知事の承認を受けなければならない。

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
（４）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。
（５）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。
（６）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。
（７）補助事業を行うために締結する契約については、県が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。
（８）補助事業者は、この補助金にかかる補助金の交付と対象経費を重複して、他の法律又は予算制度に基づく国及び地方公共団体の負担又は補助を受けてはならない。

　（変更申請手続）
第９条　この補助金の交付決定後に、前条第１号又は第２号の規定により知事の承認を受けようとするときは様式第３号により知事に提出しなければならない。ただし、新型コロナ感染症緊急事態宣言発令日（令和３年１月８日）以降に事業実施計画書（別記様式１）を提出した補助事業者が、この補助金の交付決定後に、いのちを大切にする「テレワーク実践企業」の登録をした上で、知事の承認を受けようとするときは様式第３－１号により知事に提出しなければならない。
　（交付決定通知書の様式）
第１０条　規則第７条の交付決定通知書及び変更交付決定通知書の様式は、様式第４号及び様式第５号のとおりとする。
　（遂行状況報告）
第１１条　補助事業者は知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況について、当該要求に係る事項を様式第６号により知事に報告しなければならない。

　（実績報告書の様式）
第１２条　規則第１３条の実績報告書は、様式第７号のとおりとする。
  （報告書の提出時期等）
第１３条　規則第１３条の報告書の提出時期は、補助事業の完了（補助事業の中止・廃止の承認を受けたときを含む。）後１か月以内、又は補助金交付申請日の属する年度の３月１５日のいずれか早い日までとする。
　（確定通知書の様式）
第１４条　規則第１４条の確定通知書の様式は、様式第８号のとおりとする。
　（補助金の請求等）

第１５条 補助事業者は、補助金の支払いを受けようとするときは、前条第１項の通知を受領した後に、様式第９号の請求書により補助金の支払い請求を行うものとする。

２ 知事は、前項の補助金交付請求書を受けた場合は、その内容を確認し、妥当であると認めたものについて補助金を支払うものとする。

　（補助金の交付決定の取消）

第１６条　知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交付を取り消すことができる。

　一　補助事業者が、不正の手段により補助金の交付を受けたとき

　二　補助事業者が、補助金を他の用途に使用したとき

　三　その他この要綱の規定及び補助金交付の条件に違反する行為があったとき

　（補助金の返還）

第１７条　知事は、前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金が交付されている場合は、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

２　補助事業完了後に補助事業者が第８条に定める条件に違反する場合には、知事は期限を定めて、その返還を命ずることができるものとする。
　（財産処分の制限）
第１８条　規則第１９条第２号に規定するその他知事の定めるもの（処分制限財産）は、補助事業により取得した取得原価が１０万円以上の財産とする。
２　規則第１９条ただし書に規定する知事が定める期間（財産処分制限期間）は、法定耐用年数とする。
　　　附　　則

　この要綱は、令和２年７月１６日から適用する。
　　　附　　則

　この要綱は、令和３年１月８日から適用する。

　
　　　附　　則

　この要綱は、令和３年１月２７日から適用する。
別表１（第４条関係）
	区分
	 経費
	具体例

	補助対象経費


	機器等購入費

	・パソコン（シンクライアント端末のみ）、シンクライアントサーバー、セキュリティ機器（ＶＰＮ装置等）の購入費
・ＷＥＢ会議用機器（カメラ・マイク等）の購入費

	
	委託料
	・導入システムの設計、構築、保守に係る業務委託料
・導入機器等の設置、設定、保守に係る業務委託料

	
	使用料・賃借料
※ パソコン、タブレット、スマートフォン、モバイルルーター等のレンタル、リース費用については、補助対象とする。
	・クラウドサービス（オンラインストレージ）利用料

・コミュニケーションソフトウェア（ＷＥＢ会議システム、チャット）利用料
・労務管理用ソフトウェア（勤怠管理、在籍管理、業務管理）利用料　
・セキュリティ対策用ソフトウェア利用料　
・社内のパソコンを遠隔操作するためのソフトウェア利用料

	補助率
	３分の２以内

	補助限度額
	２０万円


　　※ 消費税及び地方消費税相当額については補助対象外とする。
　　※ 既存機器等の更新は補助対象外とする。
　　※ 購入数量は対象事業所の従業員数を上限とする。
　　※ 使用料・賃借料に係る補助事業の終期は、補助事業の完了の日又は補助金交付申請日の属する年度の１月３１日のいずれか早い日までとする。
　　※ 新型コロナ感染症緊急事態宣言発令日（令和３年１月８日）以降に事業実施計画書（別記様式１又は別記様式１－２）を提出したいのちを大切にする「テレワーク実践企業」の登録企業については、補助率を５分の４以内とし、補助限度額を２４万円とする。

